
荒川区耐震シェルター等設置支援事業要綱 
 

令 和 元 年 ６ 月 １ ７ 日 制 定  
（３１荒防防第６５４号）  
（ 副 区 長 決 定 ）  
令和６年３月２９日一部改正  

 
（目的） 
第１条 この要綱は、区内に存する木造住宅に居住する高齢者等に対して、耐震シェルタ

ー等の設置に係る経費を助成することにより、地震発生時において迅速な避難が困難な

高齢者等の安全の確保を促進することを目的とする。 
（趣旨） 
第２条 耐震シェルター等の設置支援の実施については、荒川区補助金等交付規則（昭和

６２年荒川区規則第２７号）に定めるほか、この要綱の定めるところによる。 
（用語の定義） 
第３条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 
（１） 耐震シェルター等 次に掲げる要件の全てに該当するものをいう。 
ア 耐震シェルター、防災ベッドその他の大規模地震による建物の倒壊等から区民の

生命を守る装置であること。 
イ 東京都が安価で信頼できる木造住宅の耐震改修に係る装置として選定したもので

あること。 
（２） 設置業者 耐震シェルター等を設置する事業者をいう。 

（助成の対象） 
第４条 区長は、次のいずれかの要件を満たす者を助成の対象とすることができる。 

（１） ６５歳以上の高齢者のみで構成された世帯の者で住民税等を滞納していないも

の 
（２） 世帯全員が特別区区民税、都民税が非課税の者 

 （３） 次のアからエまでのいずれかに該当する者で住民税等を滞納していないもの 
ア 身体障害者手帳の交付を受けている者 
イ 愛の手帳の交付を受けている者 
ウ 精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者 
エ 要介護４又は５の認定を受けている者 

 （４） 前３号に規定する者のほか、区長が必要と認める者 
（対象となる建物） 
第５条 助成の対象となる住宅は、次に掲げる要件を全て満たすものとする。 

（１） 区内に存すること。 



（２） 昭和５６年５月３１日以前に建築された木造の戸建住宅であること。 
（３） 自己の居住の用に供する家屋又は貸家の用に供する家屋であること。 
（４） この要綱に基づく助成金（以下「助成金」という。）又はこれに類する耐震シ

ェルター等に関する助成金等を受けていないものであること。 
２ 前項の規定にかかわらず、荒川区木造建物耐震化推進事業制度要綱（平成２０年１２

月１０日付け２０荒都住第７３１号）に基づき、木造建物耐震補強工事支援事業又は木

造建物防火耐震補強工事支援事業による補助金の交付を受けている建物は、助成の対象

となる建物としないものとする。 
（助成対象経費） 
第６条 助成の対象となる経費は、次に掲げる購入及び設置に係る工事（以下「設置工事

等」という。）に要する費用とする。 
（１） 耐震シェルター等の購入 
（２） 前条の規定により助成の対象となる建物における耐震シェルター等の設置（区

長が特に必要と認めるものを除き、当該建物の１階における耐震シェルター等の設置

に限る。）に係る工事 
（助成金の額） 
第７条 助成金の額は、設置工事等に要した額に１０分の９を乗じて得た額（その額に

１，０００円未満の端数を生じたときは、これを切り捨てた額）とし、５０万円を限度

とする。 
 （交付申請） 
第８条 助成金の交付を受けようとする第４条に規定する者（以下「申請者」という。）

は、設置工事等に着手する前に、荒川区耐震シェルター等設置助成金交付申請書（別記

第１号様式）に次に掲げる書類を添付して、区長に申請するものとする。 
（１） 建物全部事項証明書又は建物に関する申請者所有権を証明する書類 
（２） 住民税納税証明書（申請書提出年度の前年度のものに限る。） 
（３） 住民票の写し  
（４） 国民健康保険料納付済額証明書又は後期高齢者医療制度保険料納付済額証明書 
（５） 貸家の用に供する家屋に耐震シェルター等を設置する場合にあっては、当該家

屋に関する建物賃貸借契約書又は建物賃貸借契約の締結を証する書類の写し 
（６） 設置工事等に関する見積書の写し   
（７） 耐震シェルター等を設置する部屋の現況の写真 
（８） 第４条第２号に該当する者にあっては、住民税非課税証明書 
（９） 第４条第３号に該当する者にあっては、当該事項を証明する書類の写し 
（１０） 前各号に掲げるもののほか、区長が必要と認める書類 

（助成金の交付決定） 
第９条 区長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、助成金の交

付の可否を決定するものとする。 



２ 区長は、前項に規定する決定の内容を、荒川区耐震シェルター等設置助成金交付可否

決定通知書（別記第２号様式）により、申請者に通知するものとする。 
３ 区長は、第１項の交付決定に際し、必要な条件を付することができる。 
（変更及び取下げ） 
第１０条 助成決定者は、助成金の交付決定を受けた後に、交付決定の内容を変更し、又

は第８条の規定による申請を取り下げるときは、荒川区耐震シェルター等設置助成金交

付決定（内容変更・取下げ）承認申請書（別記第３号様式）により、区長に申請しなけ

ればならない。 
２ 区長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、変更又は取下げ

の可否を決定するものとする。 
３ 区長は、前項に規定する決定の内容を、荒川区耐震シェルター等設置助成金交付決定

（内容変更・取下げ）承認決定通知書（別記第４号様式）により、助成決定者に通知す

るものとする。 
（工事完了届） 
第１１条 当該設置工事等を完了したときに、助成決定者は、荒川区耐震シェルター等設

置完了届（別記第５号様式）に次に掲げる書類を添えて、区長に届け出るものとする。 
 （１） 設置工事等に関する領収書の写し 

（２） 設置工事等に関する請求書の写し（第１３条の規定により助成金の受領の委任

を受けた設置業者に助成金を交付する場合に限る。） 
（３） 設置工事等が完了した後における耐震シェルター等を設置した部屋の現況を確

認することができる写真 
（４） 受領委任状（第１３条の規定により助成金の受領を設置業者に委任する場合に

限る。） 
２ 区長は、前項の届出があったときは、設置工事等の適否についてその内容を審査し、

必要に応じて調査等を行い、荒川区耐震シェルター等設置助成金額確定通知書（別記第

６号様式）により助成決定者に通知するものとする。 
（是正のための措置） 
第１２条 区長は、前条第２項の規定による審査、調査等の結果、設置工事等が第９条第

２項に規定する助成金の交付決定（以下「交付決定」という。）の内容若しくは同条第

３項の規定により付した条件若しくは第１０条第２項の規定により変更の承認を受けた

内容に適合しないと認めるとき又は設置工事等の内容に瑕疵があると認めるときは、設

置業者に対し、期日を指定して、これらに適合させるための措置を講ずることを命じな

ければならない。 
２ 区長は、交付決定の内容又は第９条第３項の規定により付した条件に適合しないと認

めるとき若しくは第１０条第２項の規定により変更の承認を受けた内容に適合しないと

認めるとき又は設置工事等の内容に瑕疵があると認めるときは、助成決定者に対し、期

日を指定して、これに適合させるための措置を講ずることを命じなければならない。 



（受領の委任） 
第１３条 助成決定者は、助成金の受領を設置業者に委任することができる。 
（助成金の支払） 
第１４条 助成決定者は、設置工事等を完了した後、荒川区耐震シェルター等設置助成金

支払請求書（別記第７号様式）により、区長に助成金の交付を請求するものとする。 
２ 区長は、前項の規定による請求があったときは、第１１条の規定により設置工事等が

適正に行われていることを確認した後（第１２条の規定により是正のための措置を命じ

たときは、当該措置が講じられたことを確認した後）、助成金を助成決定者又は前条の

規定により助成金の受領の委任を受けた設置業者に支払うものとする。 
（決定の取消し） 
第１５条 区長は、助成決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、助成金の交付決

定の一部又は全部を取り消すことができる。 
（１） 偽りその他不正な手段により助成金の交付決定又は交付を受けたとき。 
（２） 交付決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 
（３） 第１号及び前号に掲げるほか、区長が不適当と認める事由が生じたとき。 

２ 区長は、前項の規定により交付決定の一部又は全部を取り消す場合は、荒川区耐震シ

ェルター等設置助成金交付決定取消通知書（別記第８号様式）により、助成決定者に通

知しなければならない。 
（助成金の返還） 
第１６条 区長は、前条の規定により取り消した場合において、当該取消しに係る部分に

関し既に助成金を交付しているときは、助成決定者に対し、期限を定めてその返還を命

じなければならない。 
（設置後の管理） 
第１７条 助成決定者は、助成金の交付を受けて設置した耐震シェルター等を第１条に定

める目的に反して使用してはならない。 
２ 耐震シェルター等を設置した後の維持管理については、助成決定者の責任で行うもの

とする。 
（帳票の整備） 
第１８条 区長は、設置工事等に関する助成金の交付の実績を明確にするため、必要な帳

票を整備しておかなければならない。 
（委任） 
第１９条 この要綱に定めるもののほか、助成金の交付に関し必要な事項は、防災都市づ

くり部長が別に定める。 
附 則 

 この要綱は、令和元年６月１７日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 


